○指定数量未満の危険物屋外タンクの設置基準

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制　定　平成22年２月16日告示第２号

指定数量未満の危険物屋外タンクの設置基準（平成２年滝川地区広域消防事務組合告示第３号）の全部を改正する。

第１　趣旨
この基準は、火気設備等の燃料として、指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を屋外において貯蔵し、又は取扱うタンク（以下「タンク」という。）の設置上の基準に関し、滝川地区広域消防事務組合火災予防条例（昭和61年条例第１号、以下「条例」という。）によるほか次によらなければならない。
第２　用語の意義

　１　容量　　一のタンク内容積の90パーセントの量をいう。
　２　指定数量　　危険物の規制に関する政令（昭和34年政令第306号）別表第３の類別欄に掲げる類、同表の品名欄に掲げる品名及び同表の性質欄に掲げる性状に応じ、それぞれ同表の指定数量欄に定める数量をいう。
　３　同一場所　　３メートル以内の場所をいう。
　４　防油堤　　条例第31条の４第13号に定める危険物が漏れた場合にその流出を防止するための有効な措置をいう。

　５　連結タンク　　タンク相互間を配管で連結しているものをいう。

　６　独立タンク　　連結タンク以外のタンクをいう。
　７　タンク群　　同一場所にあるタンクをいう。
第３　タンクの設置基準

１　設置方法

⑴　地中、コンクリートの地盤面に埋設された束石、建築物の基礎と一体の鉄筋コンクリート造の突き出し上にアンカーボルト止めにより強固に固定する。又は、これらと同等以上の転倒防止措置を講じること。また、長尺脚タイプの場合は、必要に応じて、建築物等の壁体に補助的な支持を設置すること。

⑵　壁体に支持架台を固定してタンクを設置する場合は、脚部があるものと同等以上の安全性を確保すること。なお、タンクと壁体との間には、点検に必要な空間を確保すること。

２　連結タンクの基準
⑴　一のタンクの最大容量が指定数量の２分の１未満のタンクの連結は３基以内、一のタンクの最大容量が指定数量の２分の１以上指定数量未満のタンクの連結は２基以内とする。
⑵　タンク相互間には、点検に必要な空間を確保すること。ただし、指定数量の２分の１以上指定数量未満にあっては１メートル以上の空間を確保すること。（防火上有効な塀を設けた場合は、この限りでない。）
⑶　タンク相互間の配管の連結は、防油堤内で行うこと。ただし、連結されたタンク容量の合計が指定数量の２分の１未満の場合は、この限りでない。

⑷　連結されたタンクの通気口及び注入口の高さを同一にすること。
⑸　タンク相互間を除くタンクの周囲には、１メートル以上の空間を確保すること。 

３　独立タンクの基準
同一場所において、指定数量の５分の１以上指定数量の２分の１未満のタンクにあっては、タンク間に点検に必要な空間を確保し４基まで、又は、指定数量の２分の１以上指定数量未満のタンクにあっては、タンクの周囲に１メートル以上の空間を確保し（防火上有効な塀を設けた場合は、この限りでない。）２基まで近接設置ができるものとする。
４　併用設置の基準
同一場所で連結タンク及び独立タンクを併用設置する場合は、次のとおりとする。

⑴　新規に設置する場合は、指定数量の２分の１未満の独立タンク１基及び第３の２の連結タンクの基準により設置することができる。

⑵　既に指定数量の２分の１未満のタンクを１基設置している場合は、第３の２の連結タンクの基準により増設することができる。

⑶　既に第３の２の連結タンクの基準により設置している場合は、指定数量の２分の１未満のタンク１基増設することができる。

⑷　同一場所のタンク相互間には、点検に必要な空間を確保するとともに、タンク相互間を除くタンク周囲に１メートル以上の空間を確保すること。

５　タンク群の増設

⑴　タンク群は棟単位で２群までとする。

⑵　タンク群相互間は３メートル以上の距離を保つこと。

⑶　タンク群相互間は配管で連結しないこと。
第４　配管の基準

１　腐食対策

⑴　露出配管には、外面の腐食を防止するための措置を講じること。ただし、銅管、ステンレス鋼管及び亜鉛メッキ鋼管等の腐食しにくい材質で造られたものについては、この限りでない。

⑵　埋設配管には、ポリエチレン被覆、防食塗装又は防食テープ等による防食措置を施すこと。

⑶　露出配管は、地面に接しないよう設置すること。なお、防食措置を施した場合はこの限りでない。

２　安全対策

⑴　屋外に設置されたタンク下部に被覆銅管など容易に折損するおそれのある配管を使用する場合は、保護カバーや脚部に囲いを設けるなどの措置を講じるほか、若しくは配管からの漏えいを検知できる設備を設けるよう努めるものとする。

⑵　タンクの直近の配管には、地震等により配管に損傷を与えないよう可撓管継手を設置すること。なお、配管が細く適合する可撓管継手がない場合は、タンク直近の配管を地面と水平に直径10センチメートル以上のループ状とすること。

⑶　燃焼機器等の直近の金属配管部分に開閉弁を設けること。

第５　標識及び掲示板
条例第31条の２第１項第１号の規定に基づく標識及び掲示板は、同一場所に設置されているタンクにあっては、それぞれ１ケ所とすることができる。
第６　届出
条例第54条の規定に基づく届出は、棟ごとの届出でよいものとする。
第７　防油堤の基準

１　設置対象

⑴　連結されたタンク容量の合計が指定数量の２分の１以上となる連結タンク
⑵　独立タンクで指定数量の２分の１以上指定数量未満のタンク
⑶　タンクを屋上に設置する場合は、全てのタンク

２　構造等

⑴　防油堤の容量は、タンクの容量以上とすること。

⑵　一の防油堤の中に２基以上のタンクが設けられている場合は、最大タンクの容量以上とすること。

⑶　２以上のタンクを配管で接続されている場合は、接続されたタンクの合計量以上とすること。

⑷　防油堤の大きさは、当該タンクの水平投影以上とすること。

⑸　防油堤は、鉄筋コンクリート造、ブロック造、金属板等の不燃材料及びこれらと同等以上の強度を有する材料で造ること。この場合、金属板を使用するものにあっては、接続部を溶接又はボルト締めとし、変形又は移動しないような措置を講じること。なお、ボルト締めを行う場合は、継ぎ目に耐油性を有するパッキン等を使用すること。
⑹　防油堤に排水のための水抜口を設ける場合は、適当な位置に常時閉鎖の水抜きバルブ又は共栓を設けること。なお、共栓を設ける場合は、耐油性を有するものを使用すること。

附　則　

　（施行期日）

第１　この基準は、平成22年４月１日から施行する。
　（経過措置）
第２　この基準の施行の際、現に指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し又は取扱っているもので、この基準に適合しなくなるものにあっては、これらの基準にかかわらず、なお、従前の例による。
